
流山都市計画事業木地区一体型特定土地区画整理事業 
清算金徴収交付事務取扱要綱 

（目的） 

第 1 条 この要綱は、千葉県都市計画事業土地区画整理事業清算金徴収交付事務取扱規

則（以下「取扱規則」という。）に基づき、流山都市計画事業木地区一体型特定土地区

画整理事業の清算金徴収交付事務を円滑に進めるため取扱規則の定めのほか必要な事

項を定め、適正かつ効率的な事務処理を行うことを目的とする。 

（清算金債務の引受） 

第 2 条 徴収清算金にかかる債務引受の申出は、納付義務者及び引受人が両者連署押印

（実印）した併存的債務引受の申出書（別記第十五号様式) に必要な書類を添えて提

出し行うものとする。 

なお、申出が併存的債務引受の申出書によるものでなくても、所定の要件を満たす

ものであれば受け付けるものとする。 

2 清算金債務引受の申出を受けた場合は、原則として認めることとし、併存的債務引受

の承諾書（別記第十六号様式）を申出者に送付する。 

（清算金債務の相続） 

第 3 条 徴収清算金にかかる債務の納付義務者について相続があった場合は、相続承継

人に対し清算金債務の承継届（別記第十七号様式）の提出を求め、提出があったとき

は、清算金債務承継通知書（別記第十八号様式）を相続承継人に送付する。 

2 清算金債務の承継届の提出がないときは、相続承継人及びその者の相続承継分を調査

し、相続承継分が判明した場合は原則としてこれに基づき清算金債務承継通知書を送

付し、相続承継分が不明の場合は法定相続分により清算金債務承継通知書を送付する。 

（施行条例第１８条第７項の解釈） 

第 4 条 千葉県都市計画事業土地区画整理事業施行条例（昭和３５年千葉県条例第２７

号。以下「施行条例」という。）第１８条第７項の「清算金を納付すべき者の資力が乏

しいため、清算金の納付を完了すべき期限までに当該清算金を納付することが困難と

認められるとき」とは、次の各号のいずれかの事情により、清算金を納付すべき者の

資力が乏しいため、清算金の納付を完了すべき期限までに当該清算金を納付すること

が困難であり、その事情を証する書類を添えて申請があった場合とする。 

一 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財、その他の財

産について著しい損害を受けた場合で、やむを得ない事情があると認められるとき 

二 清算金を納付すべき者又はその者と生計を一にする親族が失職、疾病その他の理

由により収入が著しく減少するなど、生活が著しく困難な状態にあると認められる

とき 

三 清算金を納付すべき者の事業の運営が著しく困難な状態にあると認められるとき 

四 上記の他、知事が特に必要があると認めたとき 



2 施行条例第１８条第７項の「当該清算金の納付を完了すべき期限を第一回の納付期日

の翌日から起算して十年以内において延長することができる」とは、次の各号に掲げ

る清算金の額に応じて、当該各号に定めるとおりとする。 

一 二万円を超え六万円まで 二年以内 

二 六万円を超え十五万円まで 四年以内 

三 十五万円を超え二十八万円まで 六年以内 

四 二十八万円を超え四十五万円まで 八年以内 

五 四十五万円を超えるとき 十年以内 

 

（清算金債権の譲渡） 

第 5 条 交付清算金の譲渡があった場合は、当該譲渡を証する書類を添付した債権譲渡

通知書(別記第十九号様式)により通知を受けるものとし、通知があったときは交付清

算金を譲受人に交付する。 

（清算金債権の相続） 

第 6 条 交付清算金にかかる債権について相続があった場合は、相続を証する書類を添

付し相続人全員が署名押印した清算金債権の相続届（別記第二十号様式）により届出

を受けるものとし、届出があったときは相続承継人に交付する。 

なお、相続人全員の署名押印が得られない場合、法定相続分に応じて交付清算金を

交付し、法定相続人のうち居所不明・受領拒否をした者に関する交付清算金は供託す

る。 

附則 

この要綱は、令和５年９月７日から施行する。 

この要綱は、令和６年６月７日から施行する。 


